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は じ め に

　平成27年４月の介護保険制度改正により新しい総合事業への移行がスタートした。住民

主体の多様な生活支援サービスの拡充にむけて生活支援体制整備事業も開始され、生活支

援コーディネーターの配置や協議体の設置が各地で進みつつある。

　専門職中心に行われてきたこれまでのサービス提供体制に対して、総合事業では住民主

体のさまざまな活動やサービスと専門的な援助が協働し、要支援者等の生活を地域で支え

ていくことが必要になる。従来も、インフォーマルなサポートと連携したケアマネジメン

トの重要性が指摘されてきたが、ともすれば専門職の側がケアプランのために住民を「活

用」するような発想になりがちな面もあった。しかしこれからは、むしろ住民が主体とな

り専門職のサポートを得ながら地域の支援体制をつくりだしていくような取り組みを進め

なければならない。本調査研究ではこうした問題意識に立ち、具体的な事例検討をモデル

地域で行うことにより、要支援者等への支援にあたっての住民と専門職の協働のあり方や

協働をすすめるための基盤について検討を行った。

　本報告書は、主として専門職を対象にまとめられており、地域包括支援センター職員、

介護支援専門員、社会福祉協議会の地域福祉コーディネーター（コミュニティソーシャル

ワーカー）、コミュニティワーカー、生活支援コーディネーター、行政職員等、要支援者

等の支援に関わる幅広い方々を読み手として想定している。第１章では新たな総合事業の

捉え方や住民と専門職の協働の意義、専門職に求められる姿勢、市町村の役割等について

総括的に論じ、第２章においてそれらの具体的なポイントをモデル地域の実践から整理し

ている。また第３章では個別事例に即して住民と専門職の協働の効果やポイントを紹介し

ている。

　住民と専門職の協働は、一人ひとりに対するよりよい支援のために行われるものであり、

その実践の積み重ねが支え合いのある地域づくりにつながっていく。本報告書がそうした

取り組みにむけて参考になれば幸いである。

平成28年３月
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調査研究の成果と今後の課題1. 

1.1 新たな総合事業のとらえ方～地域づくりを進めるために

1.1.1 「サービス切り」なのか？
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1.1.2 「受け皿づくり」なのか？
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1.1.3 地域づくりの方向性を協議する場
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1.2.1 住民主体の福祉活動の値打ち
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1.3.2 本人を中心に、それまでの生活から「切り取らない」姿勢

1.2.2 「切り取らないケア」に向けて～住民主体の福祉活動との協働の必要性
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1.3.6 住民活動と「まじりあう」姿勢
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